
科目 

主管 

款 08 土木費 項 01 土木管理費 目 01 土木総務費 

事 業 名 地籍調査費（土木総務費） 

決 算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

364,268 円 
（＋354,484 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 364,268 円 

市民一人当たり 

の決算額 

5 円  

（一般財源等ベース 5 円） 
単位決算額 

土

木

課

１ 事業目的 

国土調査法に基づき、毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査 

並びに境界及び地積に関する測量を行い、その結果に基づき地図（地籍図）及び 

簿冊（地籍簿）を作成することにより、土地に関する基礎的な情報の整備を図

る。 

２ 事業内容 

蓮花寺地区の地籍調査について、令和２年度に作成した地籍簿及び地籍図の認 

証・承認を受けるために必要な事務を行った。  

⑴ 主な支出科目

区 分 内 容 事業費 

委託料 地籍図及び地籍簿修正業務 330,000 円 

３ 事業成果 

 一筆ごとの土地の所有者、地番、地目、境界の調査及び面積に関する測量を行 

い、精度の高い地籍図と地籍簿を作成し、土地における地籍を明確にすることで 

課税の適正化を図るとともに、地震など災害時の円滑な復旧事業にも寄与するこ 

とができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 01 土木管理費 目 01 土木総務費 

事 業 名 繰越明許費繰越事業 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,357,094 円 
（ － ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,900,000 円 0 円 0 円 0 円 1,457,094 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

77 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

国土調査法に基づき、毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査

並びに境界及び地積に関する測量を行い、その結果に基づき地図（地籍図）及び

簿冊（地籍簿）を作成することにより、土地に関する基礎的な情報の整備を図

る。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 地籍調査費 

蓮花寺地区の地籍調査を進めるため、一筆地調査及び地籍測定の結果に基づ

き、閲覧に供し、地籍簿及び地籍図を作成した。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 地籍調査業務 5,357,000 円 

 

３ 事業成果 

  一筆ごとの土地の所有者、地番、地目、境界の調査及び面積に関する測量を行 

い、精度の高い地籍図と地籍簿を作成し、土地における地籍を明確にすることで 

課税の適正化を図るとともに、地震など災害時の円滑な復旧事業にも寄与するこ 

とができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 02 道路維持費 

事 業 名 道路維持費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

311,956,318 円 
（＋29,050,655 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

31,715,000 円 0 円 0 円 57,000,000 円 0 円 223,241,318 円 

市民一人当たり 

の決算額 

4,512 円  

（一般財源等ベース 3,229 円） 
単位決算額  

土

木

課 

１ 事業目的 
  道路や歩道がいつでも安心、快適に利用できるよう、適正に維持管理する。 
 
２ 事業内容 
⑴ 道路ストック点検費 

市が管理する道路の利用者及び第三者の被害を防止し、効率的に修繕工事を 

行うため、点検を実施した上で修繕計画を策定した。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 舗装及び道路照明の点検業務 27,584,700 円 

⑵ 道路維持管理費 

ア 施設の点検 

道路利用者の安全な通行を確保するため、道路用排水ポンプ施設などの点 

検を行った。 

イ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 電気、水道 1,317,682 円 

委託料 
清掃業務、排水施設保守業務及び

官民査定調査業務 
33,739,504 円 

⑶ 鉄道駅自由通路維持管理費 

ＪＲ枇杷島駅東西自由通路の維持管理などを行った。 

ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 電気、水道及び修繕料 7,481,099 円 

委託料 
清掃業務、警備業務及び保守点検

業務 
8,872,316 円 

⑷ 道路維持補修費 

過去に整備された路線を維持するため、点検の結果を踏まえて策定した維持 

管理計画に基づく修繕工事を行った。 

また、愛知県が実施する枇杷島陸橋の架け替え事業に併せて雨水管の整備を 
行った。 
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土

木

課 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

測量及び設計業務 1,398,000 円 

枇杷島陸橋の架け替えに伴う雨水管

整備（県との協定に基づく工事委

託） 

36,900,000 円 

工事請負費 

道路維持修繕工事（一般修繕分）、

交通安全施設工事 
96,135,336 円 

道路ストック点検結果を踏まえた道

路維持管理計画に基づく道路維持修

繕工事 

92,569,400 円 

原材料費 維持補修用材料 2,421,517 円 

 
３ 事業成果 
  道路や歩道を適切に管理することにより、年間を通じて利用者の安全な通行を

維持し、便利で快適に暮らせるまちづくりに寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 02 道路維持費 

事 業 名 街路灯費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

53,624,618円 
（＋3,468,457 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 53,624,618 円 

市民一人当たり 

の決算額 

776 円  

（一般財源等ベース 776 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

  夜間における交通安全及び犯罪の防止を図るため、街路灯（防犯灯を含む。）

の設置及び管理を行い、安全で安心なまちづくりを目指す。 

 

２ 事業内容 

⑴  街路灯管理費 

   夜間通行の安全確保及び犯罪防止のため、街路灯の管理及び修繕を行った。 

   また、街路灯ＬＥＤ化一括リースに伴う賃借料を支払った。 

ア 修繕箇所 

    ６８か所 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
電気 20,059,494 円 

修繕料 2,735,724 円 

使用料及び賃借

料 
リース料 26,276,400 円 

⑵  街路灯整備費 

   地元より要望があった箇所について、夜間通行の安全確保並びに犯罪防止の

ため、街路灯の新設工事を行った。 

また、既設の街路灯については、点検の結果を踏まえて策定した維持管理計

画に基づき、単独支柱の更新を行った。 

ア 新設・取替内容 

区 分 内 容 本 数 

新設 街路灯（ＬＥＤ）設置 18 か所 

取替 点検に基づく支柱修繕 13 か所 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 
街路灯（ＬＥＤ電柱共架含む）新

設及び支柱取替工事 
4,553,000 円 

 

３ 事業成果 

市民の夜間通行時の安全確保及び犯罪の防止が図られ、安全で安心なまちづく

りに寄与することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 03 道路新設改良費 

事 業 名 道路改良費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

68,939,554円 
（＋22,319,354 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

20,500,000 円 0 円 0 円 0 円 8,970,931 円 39,468,623 円 

市民一人当たり 

の決算額 

997 円  

（一般財源等ベース 571 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

  地域住民の利便性向上を図るため、道路改良を行うことにより、市道の機能を

充実し、道路の安全性に配慮した道路づくりに努める。 

 

２ 事業内容 

⑴  市道西田中蓮池線等整備費 

   歩道の機能を充実するため、水路を覆蓋化する工事を行った。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 歩道設置工事 43,286,100 円 

⑵ 市道流新田１号線等整備費 

   水場川改修事業に伴い、既存市道の移設に必要な用地を購入した。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

公有財産購入費 道路用地購入 7,890,612 円 

補償、補填及び

賠償金 
建物移転補償 984,580 円 

⑶  散策路整備費 

   五条川左岸の高水敷に散策路を整備した。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 散策路整備工事 16,640,800 円 

 

３ 事業成果 

市街地の発展のため、生活環境の向上を目指して、道路利用者が満足する道路

整備を行うことにより、便利で快適に暮らせるまちづくりに貢献できた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 04 橋梁維持費 

事 業 名 橋梁維持費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

14,599,585円 
（△74,891,520 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

7,594,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 7,005,585 円 

市民一人当たり 

の決算額 

211 円  

（一般財源等ベース 101 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

  市が管理する橋梁について、橋梁本体部材及び橋梁附属物の損傷状態を把握す

るために行った点検の結果と修繕計画に基づき、修繕及び改築更新等を行うこと

により、常に良好で円滑な橋梁機能を保持する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 橋梁点検費 

橋梁の効率的な維持管理を推進するため、道路法に基づく定期点検を行っ

た。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 橋梁定期点検業務 4,719,935 円 

使用料及び賃借

料 
橋梁台帳システム使用料 268,950 円 

⑵ 橋梁維持補修費 

定期点検の結果を踏まえた橋梁長寿命化計画に基づき橋梁補修工事を行っ

た。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 橋梁実施設計業務（新川小橋） 3,795,000 円 

工事請負費 橋梁耐震補修工事（上条橋） 5,815,700 円 

 

３ 事業成果 

  橋梁の適正な管理と橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋梁の補修を行うことによ

り、常に良好で円滑な橋梁機能を保持するとともに、橋梁に係る維持管理コスト

の縮減や平準化を行うことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 04 橋梁維持費 

事 業 名 繰越明許費繰越事業 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,115,000 円 
（ ― ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

2,805,000 円 0 円 0 円 0 円 2,310,000 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

74 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

  市が管理する橋梁について、橋梁本体部材及び橋梁附属物の損傷状態を把握す

るために行った点検の結果と修繕計画に基づき、修繕及び改築更新等を行うこと

により、常に良好で円滑な橋梁機能を保持する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 橋梁維持補修費 

定期点検の結果を踏まえた橋梁長寿命化計画に基づき橋梁補修工事を行っ

た。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 橋梁耐震補修工事（北野橋） 5,115,000 円 

 

３ 事業成果 

  橋梁の適正な管理と橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋梁の補修を行うことによ

り、常に良好で円滑な橋梁機能を保持するとともに、橋梁に係る維持管理コスト

の縮減や平準化を行うことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 05 橋梁新設改良費 

事 業 名 橋梁改良費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

9,394,000 円 
（△20,410,806 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 9,394,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

136 円  

（一般財源等ベース 136 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

愛知県が実施する、新川圏域河川整備計画（愛知県策定）に基づいて、地域全

体が連携し、安全と安心をわかちあい、うるおいのある暮らしを支え育むことが

できる川づくりのための河川改修事業（水場川改修事業）に同調し、橋梁の架け

替え事業を推進する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 白弓橋整備費 

   愛知県が実施している水場川の改修に伴い、白弓橋の架け替え工事を行っ

た。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

白弓橋架け替え事業に係る整備協

定（県）に基づく工事（橋面舗

装・取付工等）委託 

9,394,000 円 

 

３ 事業成果 

水場川の河川改修事業を実施することにより、浸水被害を解消できるととも

に、安全で安心な生活環境を提供することができた。 

また、河川改修に伴い橋梁を架け替えることにより、地域の道路網の安全性・

信頼性を確保することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 05 橋梁新設改良費 

事 業 名 繰越明許費繰越事業 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

18,000,000 円 
（ ― ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

8,940,000 円 0 円 0 円 0 円 9,060,000 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

260 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

  愛知県が実施する「新川圏域河川整備計画」（愛知県策定）に基づいて、地域

全体が連携し、安全と安心をわかちあい、うるおいのある暮らしを支え育むこと

ができる川づくりのための河川改修事業（水場川改修事業）に同調し、橋梁の架

け替え事業を推進する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 白弓橋整備費 

愛知県が実施している水場川の改修に伴い、白弓橋の架け替え工事を行っ

た。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

白弓橋架け替え事業に係る整備協

定（県）に基づく工事（橋面舗

装・取付工等）委託 

18,000,000 円 

 

３ 事業成果 

  水場川の河川改修事業を実施することにより、浸水被害を解消できるととも

に、安全で安心な生活環境を提供することができた。 

また、河川改修に伴い橋梁を架け替えることにより、地域の道路網の安全性・

信頼性を確保することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 03 河川費 目 01 河川総務費 

事 業 名 五条川ふるさとの川管理費（河川費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

7,350,420 円 
（＋111,672 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 7,350,420 円 

市民一人当たり 

の決算額 

106 円  

（一般財源等ベース 106 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

  国からふるさとの川モデル河川に指定を受けた五条川について、良好な水辺空

間の形成を図るため、適正に維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

五条川堤防の良好な景観を維持するための管理などを行った。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
緑地管理業務 4,125,000 円 

堤防草刈業務 3,225,420 円 

 

３ 事業成果 

河川の景観を維持することにより、五条川の自然な環境特性を活かした良好な

水辺空間の形成を図ることができた。 

 

- 261 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 03 河川費 目 01 河川総務費 

事 業 名 雨水貯留施設費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,125,899 円 
（△45,968,884 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 189,861 円 4,936,038 円 

市民一人当たり 

の決算額 

74 円  

（一般財源等ベース 71 円） 
単位決算額 

 

 

土

木

課 

１ 事業目的 

新川流域の都市化の進展に伴う保水、遊水機能の維持、確保を計画的に推進す

るため、雨水貯留施設の管理を行い、水害に強い安全で安心なまちづくりを目指

す。 

 

２ 事業内容 

⑴  雨水貯留施設管理費 

   雨水貯留施設を維持、確保するための管理を行った。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
電気 1,164,382 円 

修繕料 81,400 円 

委託料 清掃業務、保守点検業務 2,945,140 円 

工事請負費 ポンプ分解整備工事 858,000 円 

 

３ 事業成果 

  集中豪雨時の浸水対策として、雨水貯留施設を適正に管理することにより、水

害に強い安全・安心なまちづくりに貢献できた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

事 業 名 都市計画事務費（都市計画費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

11,214,290 円 
（＋5,958,532 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

35,500 円 1,036,300 円 0 円 0 円 156,411 円 9,986,079 円 

市民一人当たり 

の決算額 

162 円  

（一般財源等ベース 144 円） 
単位決算額  

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

都市環境の保全及び土地利用の円滑な促進などを図るため、都市計画基礎調査

をはじめ、都市計画の推進に必要な図書を作成するために必要な事務を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴  都市計画基礎調査 

   都市計画法の規定に基づき、都市計画に係る基礎的なデータを収集すること

を目的に業務を実施した。また、密集市街地の解消に向けたデータ収集（道

路、消防水利の状況調査）を追加で実施した。 

⑵  用途地域等変更図書作成業務 

   今後予想されるリニア中央新幹線の整備や地域ニーズに対応するため、将来

都市計画として対応すべき問題点や課題を整理し、用途地域の変更等について

検討し、関係機関協議資料や法手続きに必要となる図書作成を目的に業務を実

施した。 

⑶  主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

都市計画基礎調査 4,598,000 円 

用途地域等変更図書作成業務 5,863,000 円 

生産緑地都市計画変更図書作成業務 495,000 円 

 

３ 事業成果 

  都市計画基礎調査を実施することにより、都市の現況や密集市街地の解消に向

けた計画づくりに必要となる基礎データを収集することができた。 

  また、用途地域等変更図書作成業務により、今後必要となる用途地域の変更に

ついて必要な検討資料を作成することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

事 業 名 民間木造住宅耐震化促進費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

4,303,574 円 
（＋416,024 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,219,600 円 0 円 0 円 0 円 0 円 1,083,974 円 

市民一人当たり 

の決算額 

62 円  

（一般財源等ベース 16 円） 
単位決算額 

195,617 円  

（補助件数 22 件） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 
南海トラフ地震の発生が懸念されるなか、地震発生時における木造住宅の倒壊

などによる被害を軽減するため、旧基準木造住宅（建築基準法が改正された昭和  
５６年５月３１日以前に着工された木造住宅）の耐震診断及び耐震改修などに要
する費用を補助することにより、地震対策への取組を促進する。 

 
２ 事業内容 

⑴ 民間木造住宅耐震化促進事務費 
  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 耐震改修無料相談会相談員業務 29,000 円 

⑵ 民間木造住宅耐震診断費 
  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 補助件数 

委託料 
民間木造住宅耐震診断
業務 

566,400 円 12 件 

⑶ 民間木造住宅耐震改修費補助金 
  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 補助件数 

負担金、補助及
び交付金 

民間木造住宅耐震改修
費補助金 

2,000,000 円 2 件 

 ⑷ 民間木造住宅除却費補助金 
ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 補助件数 

負担金、補助及
び交付金 

民間木造住宅除却費補
助金 

1,400,000 円 7 件 

⑸ 耐震シェルター等整備費補助金 
  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 補助件数 

負担金、補助及
び交付金 

耐震シェルター等整備
費補助金 

300,000 円 1 件 

 

３ 事業成果 
地震に対しての住宅強度が判定されることにより、耐震化に対する意識の向上

につなげることができた。また、木造住宅の耐震補強や強度不足の住宅の除却が
実施されることにより、住宅倒壊の恐れが減少し、死傷者発生の抑制、避難通路
の確保など、減災対策への取組を促進することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

事 業 名 空家解体促進費補助金（空家等対策費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,200,000 円 
（＋600,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,650,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 550,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

32 円  

（一般財源等ベース 8 円） 
単位決算額 

200,000 円  

（補助件数 11 件） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  老朽化による危険な空家などの解消により、地域の安全・安心と良好な生活環

境を確保するため、倒壊又は建築材などの飛散のおそれのある危険な空家などの

解体にかかる費用を支援する。 

 

２ 事業内容 

  不良住宅となっている空家の解体工事を実施する空家所有者に対し、補助金を

交付した。 

⑴ 補助内容 

 ア 補助件数 

１１戸 

 イ 補助対象 

  空家１棟の解体工事にかかる費用 

ウ 補助限度額 

  ２００，０００円 

 ⑵ 補助条件 

  ア 市内に存する１年以上使用されていない空家であること。 

  イ 木造であること。 

  ウ 住宅地区改良法第２条第４項に規定する不良住宅であること。 

  エ 所有権以外の権利が設定されていない空家であること。 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
空家解体促進費補助金 2,200,000 円 

 

３ 事業成果 

危険性を有した空家などを解体することにより、平時からの安全確保及び地震

発生時における倒壊などによる災害を防止することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

事 業 名 民間ブロック塀等撤去費補助金（民間ブロック塀等撤去費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

622,000 円 
（△125,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

461,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 161,000 円 

市民一人当たり 

の決算額 

9 円  

（一般財源等ベース 2 円） 
単位決算額 

77,750 円  

（補助件数 8 件） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  南海トラフ地震の発生が懸念される中、地震発生時におけるブロック塀などの

倒壊による被害を軽減するため、道路などに面するブロック塀などの撤去を行う

ものに対し、撤去にかかる費用を支援する。 

 

２ 事業内容 

撤去に要した経費、若しくは１ｍ当たり１０，０００円を乗じた額のいずれか

少ない方の２分の１を補助（上限２０万円）した。 

 ⑴ 補助件数 

件 数 ブロック塀延長 

8 件 124.64ｍ 

 ⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
民間ブロック塀等撤去費補助金 622,000 円 

 

３ 事業成果 

民間のブロック塀などの撤去に対し、撤去費用を支援することで、危険なブロ

ック塀などの撤去を促し、もって災害時の被害の軽減や避難路の確保に努めるこ

とができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

事 業 名 雨水貯留浸透施設設置補助金（小規模雨水貯留施設費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

34,300 円 
（△133,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 34,300 円 

市民一人当たり 

の決算額 

0 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

11,433 円  

（補助件数 3 件） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

本市における雨水の流出抑制と水環境の育成を図るため、住宅等の敷地に雨水

貯留浸透施設を設置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付すること

により、雨水による浸水及び冠水被害の減少につなげる。 

 

２ 事業内容 

  雨水貯留施設を設置及び雨水浸透桝を住宅などの敷地に設置した市税に滞納の

ない者に対し、補助金を交付した。 

⑴  雨水貯留施設 

１００ℓ以上の貯留容量の貯留槽を住宅等の敷地に設置した者に、１００ℓ当

たり７，０００円（上限１，０００ℓ、７万円）を補助した。 

 ア 設置数量 

補助単価 件 数 数 量 

7,000 円／100ℓ 3 件 490ℓ 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

雨水貯留浸透施設設置補助金 （雨

水貯留槽） 
34,300 円 

 

３ 事業成果 

雨水貯留浸透施設を設置することにより、大雨時の雨水流出抑制、河川や排水

機場への負荷軽減、雨水の有効活用などが図れ、防災や環境に対する意識を高め

ることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

事 業 名 都市緑化推進事業補助金（都市緑化推進費） 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,092,000 円 
（＋122,000 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,092,000 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

45 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

1,546,000 円  

（補助件数 2 件） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

身近な緑の質を高め、市全体の緑化の推進につなげるため、市民及び事業者が

実施する緑化への取り組みに対し、都市緑化推進事業補助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

  清須市都市緑化推進事業補助金交付要綱の規定により、補助金を交付した。 

⑴ 市民参加緑づくり事業 

西枇杷島中学校の敷地内において、整備されてから年月が経過し荒廃した緑

地について、生徒らが日常的に緑に触れ合える場所として再生するため花壇を

整備した。 

  ア 参加生徒・保護者 

  ５０人 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

西枇杷島中学校ＰＴＡによる花壇

整備事業 
2,992,000 円 

⑵ 緑の街並み推進事業 

個人住宅敷地内において、緑化面積６５㎡に芝張りを行い清須市内の緑化を

推進した。 

ア 補助件数 

１件 

イ 支出科目 

区  分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
個人住宅の緑化整備 100,000 円 

 

３ 事業成果 

  市民参加緑づくり事業により、生徒が緑の大切さを考えるきっかけとなり、四

季折々の花に触れ合える憩いの場所として緑化を推進することができた。 

  また、個人住宅の敷地内において緑の街並み推進事業を活用することにより、

緑化を推進することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 02 土地区画整理費 

事 業 名 清洲駅前土地区画整理費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

368,568,384 円 
（＋195,186,789 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

108,650,000 円 0 円 0 円 216,000,000 円 0 円 43,918,384 円 

市民一人当たり 

の決算額 

5,331 円  

（一般財源等ベース 635 円） 
単位決算額  

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  組合施行による土地区画整理事業において、低未利用地の計画的な面的整備を

行い、道路、公園及び雨水調整池などの公共施設の整備と土地利用の効率化を促

進するため、市助成金及び都市計画道路整備の負担金を支出し、快適で良好な市

街地整備を図る。 

 

２ 事業内容 

⑴  土地区画整理事業補助金 

清須市土地区画整理事業補助要綱に基づき、道路、排水路の整備及び建物移

転補償などに対して、公共施設の整備を行うための費用として事業計画に基づ

き交付した。 

⑵  道路整備事業負担金 

  清洲駅前土地区画整理事業地内に計画されている都市計画道路清洲駅前線な

どを区画整理事業に併せて整備するため、国庫補助金を除いた整備費用を愛知

県との協定に基づき負担した。 

⑶  主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

清須市土地区画整理事業補助要綱に

基づく補助金 
325,950,000 円 

道路整備事業負担金 42,575,000 円 

 

３ 事業成果 

  土地区画整理事業を実施する組合へ補助金を交付するとともに、清洲駅前土地

区画整理事業地内にある都市計画道路を整備するための負担金を県へ支出するこ

とにより、組合事業の推進が図られ、駅前にふさわしい都市施設の整備、土地の

利用増進及び有効活用並びに災害に強いまちづくりのための事業推進に寄与する

ことができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 02 土地区画整理費 

事 業 名 新清洲駅北土地区画整理費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

761,759,908 円 
（△150,330,826 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

111,279,000 円 6,000 円 0 円 332,000,000 円 98,691,000 円 219,783,908 円 

市民一人当たり 

の決算額 

11,019 円  

（一般財源等ベース 3,179 円） 
単位決算額 
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１ 事業目的 

  交流拠点（第２次総合計画）及び都市拠点（都市計画マスタープラン）として

位置付けられている新清洲駅北土地区画整理事業について、市施行で実施するこ

とにより、名鉄新清洲駅周辺の公共施設の整備と土地利用の効率化を促進し、快

適で良好な市街地整備を図るため、建物等補償調査、建物移転補償、実施設計、

整備工事などを行う。 

また、この事業と併せて実施する鉄道高架事業のための鉄道の仮線、仮駅舎な

どにかかる用地を優先的に確保するため、建物などの移転補償を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 事業用地管理費 

   取得した減価買収用地及び建物除去後の使用収益停止用地の管理を行った。 

⑵ 土地区画整理事業費 

   整備工事、建物などの補償調査、移転補償、実施設計及び埋蔵文化財の発掘

調査などを行った。 

また、鉄道の仮線用地、仮駅舎用地等を確保する必要があることから、早期

に対象となる区域の建物等移転補償を行った。 

ア 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績 

(令和３年度末) 
進捗率 

使用開始宅地面積 34,759.56㎡ 2,198.71㎡ 6.3％ 

供用開始道路延長 1,706.86ｍ 198.00ｍ 11.6％ 

移転戸数 55 戸 47 戸 85.5％ 

 ⑶ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

権利者等調整、確定測量、建物等補

償調査、実施設計業務、整備工事な

ど（都市再生機構） 

408,717,129 円 

埋蔵文化財発掘調査 22,110,000 円 

工事請負費 
施行者管理地に係る除草等維持補修

工事 
499,400 円 

補償、補填及び

賠償金 
建物等移転補償費 330,074,202 円 
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３ 事業成果 

  整備工事を行うことで、仮換地の使用収益開始をすることができ、加えて、補

償調査及び建物等移転補償を行うことで、翌年度以降の整備工事を推進すること

ができた。 

  また、鉄道の仮線に必要な用地の建物等移転補償を行うことで、鉄道高架事業

に必要な用地を早期に確保することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 02 土地区画整理費 

事 業 名 繰越明許費繰越事業 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

480,739,246 円 
（ － ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

71,589,000 円 0 円 0 円 42,000,000 円 367,150,246 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

6,954 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 
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１ 事業目的 

  交流拠点（第２次総合計画）及び都市拠点（都市計画マスタープラン）として

位置付けられている新清洲駅北土地区画整理事業について、市施行で実施するこ

とにより、名鉄新清洲駅周辺の公共施設の整備と土地利用の効率化を促進し、快

適で良好な市街地整備を図るため、建物等補償調査、建物移転補償、実施設計、

整備工事などを行う。 

また、この事業と併せて実施する鉄道高架事業のための鉄道の仮線、仮駅舎な

どにかかる用地を優先的に確保するため、建物などの移転補償を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 新清洲駅北土地区画整理費 

   整備工事、建物等移転補償及び埋蔵文化財の発掘調査などを行った。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

確定測量、建物等補償調査、整備工

事など（都市再生機構） 
295,980,787 円 

埋蔵文化財発掘調査 55,693,000 円 

補償、補填及び

賠償金 
建物等移転補償費 129,065,459 円 

 

３ 事業成果 

  整備工事を行うことで、仮換地の使用収益開始をすることができ、加えて、補

償調査及び建物等移転補償を行うことで、翌年度以降の整備工事を推進すること

ができた。 

  また、鉄道の仮線に必要な用地の建物等移転補償を行うことで、鉄道高架事業

に必要な用地を早期に確保することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 03 街路事業費 

事 業 名 街路費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

21,983,659 円 
（△48,072,461 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 21,983,659 円 

市民一人当たり 

の決算額 

318 円  

（一般財源等ベース 318 円） 
単位決算額 

1,465,577 円  

（都市計画道路 15 路線） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

都市計画道路の除草や樹木の剪定及び防除などにより、道路環境を適正に維持

し、緑と潤いを与えるとともに、通行車輌、歩行者の安全を確保する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 街路管理費 

都市計画道路の維持管理を行った。 

ア 管理路線（１５路線） 

助七西市場線、西清洲上条線、新清洲駅前線、鍋屋片町線、清須新川線、

新川麒麟線、朝日阿原線、須ケ口停車場線、須ケ口駅前線、小場塚新田線、

大和町線、枇杷島小田井線、西枇杷島味鋺線、枇杷島停車場線及び枇杷島駅

前通線 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 光熱水費など 296,425 円 

委託料 樹木剪定、除草及び清掃業務 17,560,950 円 

工事請負費 街路樹取替工事など 1,188,000 円 

⑵ ＪＲ枇杷島駅前通線・東口駅前広場整備事業立替金償還費 

ＪＲ枇杷島駅前通線・東口駅前広場整備に伴う都市再生機構による立替分を

償還した。 

ア 償還期間 

    平成１９年度から令和８年度まで 

  イ 支払金額 

    ５２，２７６，４３３円 

  ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

公有財産購入費 
枇杷島駅前線整備事業償還元金及

び償還利息 
2,938,284 円 

 

３ 事業成果 

  年間を通じて街路の適正な管理を行い、良好な道路環境を維持することができ

た。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 04 鉄道高架費 

事 業 名 新清洲駅付近鉄道高架費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

686,741,565 円 
（＋198,892,148 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

282,579,000 円 0 円 0 円 239,000,000 円 87,362,645 円 77,799,920 円 

市民一人当たり 

の決算額 

9,934 円  

（一般財源等ベース 1,125 円） 
単位決算額 
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１ 事業目的 
  五条川改修事業に伴う名鉄名古屋本線鉄道橋の架替えに同調し、国道３０２

号、県道名古屋祖父江線等の鉄道交差部の一体的な鉄道高架事業を相互協力して
いくため、国土交通省、愛知県、稲沢市、清須市で確認書を取り交わした。 

  確認書に基づき仮線用地等を確保することで、鉄道高架事業を推進する。 
 
２ 事業内容 

 ⑴ 事業用地管理費 
   取得した用地の管理を行った。 
⑵ 鉄道高架整備費 

   鉄道高架事業の駅南部の付替市道用地について用地買収を行った。また、鉄
道詳細設計に合わせ仮側道等の詳細設計や水路等の移設設計を行った。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 不動産鑑定、登記手数料 481,327 円 

委託料 
物件調査、道路詳細、水路等移設
詳細設計 

66,253,000 円 

公有財産購入費 付替市道用地購入 14,395,064 円 

補償、補填及び

賠償金 
建物等移転補償費 26,956,254 円 

  イ 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績 

(令和３年度末) 
進捗率 

用地確保面積 3,807.45㎡ 1,453.04 ㎡ 38.2％ 

⑶ 西市場廻間線等整備費 
   将来整備する都市計画道路及び緑地地内において、仮線用地となる土地につ

いて、用地買収及び建物等移転補償を行った。また、鉄道詳細設計に合わせ道
路詳細設計を行った。 
ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 不動産鑑定、登記手数料 2,151,435 円 

委託料 
物件調査（再算定）、土地評価、道
路詳細設計 

21,575,359 円 

公有財産購入費 都市計画道路等（仮線）用地購入 97,620,510 円 

補償、補填及び
賠償金 

建物等移転補償費 346,841,408 円 
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  イ 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績 

(令和３年度末) 
進捗率 

用地取得面積 5,610.54㎡ 2,652.89㎡ 47.3％ 

⑷ 下本町丸之内線等整備費 
   将来整備する道路地内において、仮線用地となる土地について、用地買収及

び建物等移転補償を行った。また、鉄道詳細設計に合わせ道路詳細設計を行っ
た。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 不動産鑑定、登記手数料 810,931 円 

委託料 
物件調査（再算定）、土地評価、道

路詳細設計 
8,080,641 円 

公有財産購入費 道路（仮線）用地購入 19,961,342 円 

補償、補填及び
賠償金 

建物等移転補償費 80,294,093 円 

  イ 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績 

(令和３年度末) 
進捗率 

用地取得面積 3,068.78㎡ 990.66㎡ 32.3％ 

 
３ 事業成果 
  鉄道高架事業着手のため、年度計画に沿った仮線用地を確保することで、限度

額立体交差事業を構成する各事業を進捗することができた。 
  また、将来整備する都市計画道路、緑地及び市道としての用地確保ができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 04 鉄道高架費 

事 業 名 繰越明許費繰越事業 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

163,935,360 円 
（ － ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

81,537,000 円 0 円 0 円 73,000,000 円 9,398,360 円 0 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2,371 円  

（一般財源等ベース 0 円） 
単位決算額 

 

 

新
清
洲
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
課 

１ 事業目的 
  五条川改修事業に伴う名鉄名古屋本線鉄道橋の架替えに同調し、国道３０２

号、県道名古屋祖父江線等の鉄道交差部の一体的な鉄道高架事業を相互協力して
いくため、国土交通省、愛知県、稲沢市、清須市で確認書を取り交わした。 

  確認書に基づき仮線用地等を確保することで、鉄道高架事業を推進する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 西市場廻間線等整備費 
   将来整備する都市計画道路及び緑地地内において、仮線用地となる土地につ

いて、用地買収及び建物等移転補償を行った。 
ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

公有財産購入費 
都市計画道路等（仮線）用地購入

費 
30,830,297 円 

補償、補填及び
賠償金 

建物等移転補償費 128,401,563 円 

⑵ 下本町丸之内線等整備費 
   将来整備する道路地内において、仮線用地となる土地について、用地買収及

び建物等移転補償を行った。 
  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

公有財産購入費 道路（仮線）用地購入費 973,416 円 

補償、補填及び
賠償金 

建物等移転補償費 3,730,084 円 

 

３ 事業成果 
  鉄道高架事業着手のため、年度計画に沿った仮線用地を確保することで、限度
額立体交差事業を構成する各事業を進捗することができた。 

  また、将来整備する都市計画道路、緑地及び市道としての用地確保ができた。 

 

- 276 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 05 公共下水道費 

事 業 名 流域下水道関連施設費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,820,150 円 
（＋586,684 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 839,962 円 0 円 0 円 0 円 4,980,188 円 

市民一人当たり 

の決算額 

84 円  

（一般財源等ベース 72 円） 
単位決算額 

8,423 円  

（691 件） 

上

下

水

道

課 

１ 事業目的 

  新川西部浄化センター内の緩衝緑地及び水の交流ステーションの適正な維持管

理を行い、親しみやすい施設を確保する。 

 

２ 事業内容 

  環境整備事業で建設された新川西部浄化センター緑地及び水の交流ステーショ

ンの維持管理を行った。 

⑴ 利用件数 

区 分 延べ利用件数 

研修室（１階） 368 件 

多目的ホール（２階） 323 件 

合 計 691 件 

 ⑵ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品費など 717,016 円 

光熱水費 959,259 円 

委託料 

水の交流ステーション清掃業務 330,000 円 

保守点検業務 126,500 円 

水の交流ステーション管理等業務 3,204,137 円 

 

３ 事業成果 

  緩衝緑地及び水の交流ステーションを適正に維持管理することにより、親しみ 

やすい施設を提供することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 06 都市下水路費 

事 業 名 都市下水路等費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

42,338,108 円 
（△21,922,442 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 42,338,108 円 

市民一人当たり 

の決算額 

612 円  

（一般財源等ベース 612 円） 
単位決算額 

 

 

上

下

水

道

課 

１ 事業目的 

  浸水被害の解消を図るため、ポンプ場、雨水管渠の管理、整備を行い、水害に

強い安全で安心なまちづくりを目指す。 

 

２ 事業内容 

⑴  都市下水路等管理費 

ポンプ場（６か所）、雨水管渠を維持管理するため、保守点検業務をはじめ

修繕及び浚渫工事などを行った。 

ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品費 5,148 円 

光熱水費 2,665,506 円 

委託料 

清掃業務など 1,764,184 円 

保守点検業務など 4,712,900 円 

電気設備保安管理業務など 1,491,424 円 

工事請負費 維持補修工事費 5,102,900 円 

⑵ 都市下水路等整備費 

   ポンプ場、雨水管渠を維持管理するための改良工事を行った。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
ポンプ施設遠方監視システム機器

更新業務 
3,177,460 円 

工事請負費 
古城ポンプ場排水２号ポンプ整備

工事など 
23,067,000 円 

 

３ 事業成果 

  ポンプ場、雨水管渠を適正に管理することにより、水害に強い安全で安心なま 

ちづくりを進めることができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 07 公園費 

事 業 名 都市公園費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

161,953,657 円 
（△16,858,670 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

23,000,000 円 146,756 円 0 円 0 円 0 円 138,806,901 円 

市民一人当たり 

の決算額 

2,343 円  

（一般財源等ベース 2,008 円） 
単位決算額 

2,570,693 円  

（都市公園 63 か所） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 
  地域住民の余暇活動や良好な住環境の形成に資するため、公園や緑地の維持管
理や整備を行い、市民に緑とふれあう憩いや潤いの空間としての快適な都市環境
を提供する。 

 
２ 事業内容 
⑴ 都市公園管理費 

利用者が安心して利用できるよう、遊具などの公園施設の維持管理を行った。 
また、公園施設の適切な維持管理のため、公園施設長寿命化計画を策定した。 

ア 都市公園（６３か所） 
西枇杷島地区 清洲地区 新川地区 春日地区 

12 か所 15 か所 28 か所 8 か所 
イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

消耗品費 127,410 円 

光熱水費 2,227,665 円 

修繕料 957,000 円 

役務費 し尿汲取手数料など 2,571,960 円 

委託料 

樹木剪定、除草及び清掃業務 75,559,860 円 

遊具及び浄化槽などの保守業務 5,348,200 円 

長寿命化計画策定業務など 18,534,450 円 
使用料及び賃借
料 

リバーランド排水管 9,562 円 

工事請負費 遊具修繕工事など 2,499,200 円 
⑵ 都市公園整備費 

公園施設長寿命化計画に基づき、国庫補助を用いて、老朽化した公園施設の
改築更新などの工事を行うとともに、公園灯の老朽化に伴うＬＥＤ化工事を行
った。 
また、大雨により浸水した庄内川河川敷の復旧工事を行った。 

ア 支出科目 
区 分 内 容 事業費 

委託料 
庄内川河川敷廃棄物収集運搬及び
処分業務など 

1,592,250 円 

設計積算業務 2,805,000 円 

工事請負費 
公園施設改築更新工事、公園灯Ｌ
ＥＤ工事など 

28,381,100 円 

庄内川河川敷復旧工事 21,340,000 円 
 
３ 事業成果 
  市民に緑とふれあう憩いや潤いの空間としての都市公園の維持管理や整備を行 
うことにより、快適な都市環境を提供することができた。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 07 公園費 

事 業 名 児童遊園等費 

決  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

33,213,304 円 
（△1,520,165 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 33,213,304 円 

市民一人当たり 

の決算額 

480 円  

（一般財源等ベース 480 円） 
単位決算額 

790,793 円  

（児童遊園等 42 か所） 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  児童遊園・ちびっこ広場を除草清掃、樹木の剪定などにより、適正に維持管理

し、安全、安心、快適な環境を提供する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 児童遊園等管理費 

児童遊園・ちびっこ広場を適正に維持管理するため、除草及び清掃を実施し

た。 

また、樹木の剪定、防除や遊具などの保守点検を定期的に実施した。 

ア 児童遊園・ちびっこ広場（４２か所） 

区 分 児童遊園 ちびっこ広場 合 計 

西枇杷島地区 0 か所 11 か所 11 か所 

清洲地区 3 か所 8 か所 11 か所 

新川地区 0 か所 6 か所 6 か所 

春日地区 11 か所 3 か所 14 か所 

合 計 14 か所 28 か所 42 か所 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

消耗品費 27,883 円 

光熱水費 365,982 円 

修繕料 676,830 円 

役務費 し尿汲取り手数料など 392,380 円 

委託料 
樹木剪定、除草及び清掃業務 9,811,000 円 

遊具及び浄化槽の保守業務 2,617,120 円 

使用料及び賃借

料 
児童遊園等土地借地料 18,516,909 円 

工事請負費 遊具塗装及び補修工事 805,200 円 

 

３ 事業成果 

児童遊園・ちびっこ広場を適正に維持管理することで、安全、安心、快適な環

境を提供することができた。 
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